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　H２年食肉公社の横領事件発覚後、事業承継のためH３年８月に設立した。現在、当該法人は、本県の食肉
流通拠点として、安全な食肉の供給と円滑な食肉取引を推進する地方卸売市場としての役割を果たしてい
る。
　H１３年には、ＢＳＥの発生等の影響から約１億２千万円の欠損金を計上し、１７・１８年度は牛取扱頭数の
減少等により赤字経営となり、累積欠損金は２億１千４百万円まで増大した。
　また、食肉公社の債務を１９年度までは毎年償還してきたが（総額約３億２千万円）、２０年度に債権者との
交渉がまとまり、１億５千５百万円を新たな借り入れにより一括返済し、保証債務を全額整理した。その結
果、累積欠損金は３億７百万円に増加し、純資産は１億１千３百万円に減少した。
　H19年に県ＯＢが代表取締役へ就任、中期経営計画を策定し、集荷体制の強化・コスト削減・内臓肉新商品
の開発等経営改善に取り組んでいる。２期連続で必達目標を達成し、黒字の経営体質が定着しつつある。

その他 団体（者） 千円 0.0

主 な
出資者

出資順位

3 全国農業協同組合連合会 75,000 千円
4 食肉業界 75,000 千円

28.6 ％

17.9 ％
17.9 ％

2 農畜産業振興機構 120,000 千円

出資比率
1 山梨県 150,000 千円 35.7 ％

出資者名 出資額
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資本金（基本財産）

主な事業名

【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 貴志　和男

取締役（理事）（常勤）

自主事業
（と場、市場の運営）

家畜のと畜・解体、食肉の処理・加工・
販売及び食肉卸売市場開設

所管部（局 ）課

内容
事業費（単位：千円）

H１８年度

畜産課

H１９年度 H２０年度

平成　３年　８月２６日420,000 千円
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【経営の状況】 （単位：千円）
１８年度 １９年度 ２０年度 増減（２０－１９）

1,572 4,571 1,975 △ 2,596
4,942,164 4,891,787 4,642,200 △ 249,587

0 0 0 0
0 0 0 0

3,588 2,788 4,703 1,915
4,947,324 4,899,146 4,648,878 △ 250,268

226,354 200,109 232,446 32,337
4,754,653 4,676,894 4,383,715 △ 293,179
4,981,007 4,877,003 4,616,161 △ 260,842
△ 33,683 22,143 32,717 10,574

211,485 94,149 92,685 △ 1,464
193,211 84,550 249,391 164,841

290 290 290 0
△ 15,699 31,452 △ 124,278 △ 155,730

△ 198,509 △ 214,208 △ 182,756 31,452
△ 214,208 △ 182,756 △ 307,035 △ 124,279
△ 214,208 △ 182,756 △ 307,035 △ 124,279

１８年度 １９年度 ２０年度 増減（２０－１９）

443,464 399,746 366,753 △ 32,993
632,744 558,228 524,078 △ 34,150

1,076,208 957,974 890,831 △ 67,143
200,210 121,827 81,593 △ 40,234

0
670,206 598,903 696,274 97,371
607,567 534,320 601,504 67,184
870,416 720,730 777,867 57,137
420,000 420,000 420,000 0

0
△ 214,208 △ 182,756 △ 307,036 △ 124,280

205,792 237,244 112,964 △ 124,280
（単位：千円）

１８年度 １９年度 ２０年度 増減（２０－１９）

0
人件費（派遣法）補助金 10,377 8,225 8,225 0
人件費（派遣法以外）補助金 0
人件費以外の補助金 0

10,377 8,225 8,225 0
157,543 85,059 83,674 △ 1,385
167,920 93,284 91,899 △ 1,385

人件費（派遣法）委託金 0 0 0 0
人件費（派遣法以外）委託金 0 0 0 0
人件費以外の委託金 500 500 500 0

委託金　計 500 500 500 0
168,420 93,784 92,399 △ 1,385

3.4 1.9 2.0 0
0

662,076 577,017 493,343 △ 83,674

【県の財政的関与の内容・目的】

その他の経常収入
経常収入　計

受託事業収入
自主事業収入
補助金収入
運用益収入

債務負担行為
施設整備補助金（Ｈ１２、１３、１４年度実施分）

県貸付金残高
県債務負担実際残高

委託金
食肉流通対策合理化事業委託料

補助金
（運営費）

特別利益（経常外収入）

法人税等

次期繰越利益（損失）
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資本　計

負担金

固定資産

流動負債
資産　計

特別損失（経常外支出）

利益剰余金

県の財政的関与の割合（％）

資本剰余金
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固定負債
うち長期借入金

項　　　　　目

負債　計

うち短期借入金

資本金

収
支
状
況

当期損益
前期繰越利益（損失）

流動資産

当期末処分利益（損失）

人件費

経常支出（費用）　計
その他の経常支出（費用）

経常損益

項　　　　　目

項　　　　　目

内容・目的

補助金
（事業費）

施設整備補助金（Ｈ１２、１３、１４年度実施分）

事業費補助金
補助金　計

県支出金　計

運営費補助金

項目

県派遣職員の人件費



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

 目的適合性 4 16 13 81.3%

 計画性 5 20 20 100.0%

 組織運営の
適正性 4 16 16 100.0%

 財務状況 11 48 31 64.6%

 効率性 7 28 18 64.3%

 合計 31 128 98 76.6%

【警戒指標】

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計画性

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的な
経営資源が有効活用されているかを問う視点

H19に新たな中期経営計画を作成し、経営改善に取り組んでいる。年次計画と実績との差異分析を毎月
実施し、分析結果に基づき改善策を講じ、当年度営業成績見込額を算出し、次年度計画にも反映してい
る。社員研修・毎週の部課長会議・全社員への営業成績報告等により、社員の意識改革にも計画的に取
り組んでいる。

・自己資本比率
・借入金返済能力

食の安全、地産地消の観点から、弊社の公共的使命は増大している。
取扱頭数が営業成績に直結するため、H19より毎月計画を立てて集荷推進に取り組んでいる。

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と適
合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業運
営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整備、
運用され、かつ情報公開による透明性の確保が適切
であるかを問う視点

対応策

効率的なデータ管理、営業戦略を立てられる人材の育成、課題へ迅速に対応できる組織体制の確立等、
課題は山積しており、当面は体制作りのための経費・人材を確保していく。
経営上の必達目標が達成できる目処を立てながら、これらの経費を将来のために投資していくべきと考え
ている。
今後も、新規出荷者の開拓による処理頭数の確保、内臓新商品の開発販売、加工部門の強化等により、
収益を確保していき、業務の効率化により経費削減に取り組んでいく。

年代構成は適正と考えるが、業務の特殊性や給与が安いこと等から若手社員の退職が多い。
組織は３部、６課に分かれており、管理職員数は必要最低限に留めている。
情報公開については、ホームページを適宜更新する中で、積極的に取り組んでいく。

H20年度は食肉公社清算のため１億５千５百万円を新たに借り入れたため、当期利益は１億２千４百万円
の赤字を計上し、累積欠損金も３億７百万円と増大した。
この影響から財務状況の評点は低くなっているが、H１９・２０とも中期経営計画の必達目標をクリアー（経
常利益３２，７１７千円）することができた。

と畜業務及び食肉卸売業務は、利益率が低く、公益性が高いことから、地方自治体が市場を開設し運営
に対する全面的な支援をしているケースが多い。弊社は、と畜・卸売市場・内臓処理・加工の４業務を行っ
ており、他市場と比べ、少人数で効率的な運営形態をとることにより不採算部門をカバーしている。
パート社員を含めて人材の確保が重要であり、人件費節減を図ることのみを目的とせず、新たな事業展
開による収益増加により社員の処遇改善・意欲向上に配慮しながら、営業利益の確保を図る方針であ
る。

総合的評価
H19より役員組織体制を一新し、新たな中期経営計画を策定して徹底した経営改善に取り組み、黒字体
質の経営基盤が整いつつある。

効率性
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

【総合評価】：（経営評価委員会、経営評価アドバイザーによる総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】

Ｃ
（５０％～６０％）

Ｄ
（～５０％）

・前身である山梨食肉公社の債務（センター設立時５２７百万円）を引き継いで経営再建に努めて
きた。
　平成２０年度に食肉公社に係る保証債務について、センターが新たな借り入れ（１５５百万円）を
し一括返済を行うことで整理を行った。これにより、自己資本比率が低下し、財務状況の評点が低
くなっている。ただし、経常利益は２年連続黒字となっていることから、経営は安定している。
・平成１９年６月に策定した中期経営計画に基づき、計画と実績との乖離分析を定期的に行い、収
入確保策やコスト縮減策など様々な経営改善策を役職員一体となって、取り組んでいる。
・引き続き、経営健全化に向けて不断の改革を行うとともに、組織体制の見直しや社員研修による
意識改革や能力開発を行っていく必要がある。

　中期経営計画に基づいた経営改善に取り組み、2年連続して必達目標を達成している。
　今後も厳しい経営環境が予想されるが、以下に示す項目に重点的に取り組み、生産者や流通関係者等の顧客
満足度を重視した経営姿勢を貫いていく。
　　・集荷対策の強化による取扱頭数の確保
　　・付加価値の高い商品の販売等による需要の拡大と収益の増加
　　・豚肉の対香港本格輸出への対応
　　・経営基盤を支える人材の確保・育成
　　・全ての工程における衛生水準の向上
　　・豚肉の香港への本格輸出、衛生水準向上に向けた組織改正

総 合 的 所 見

※ ラ ン ク 下
の ％ は 得 点
率 の 範 囲

Ａ
（７５％～）

Ｂ
（６０％～７５％）

今後更なる改
善、見直しを
行うべき視点

効率性

総合的評価

と畜解体業務や卸売市場業務という採算性の低い部門をカバーするため、経営計画に基づき積
極的に加工業務に取り組むことにより収益の増加が図られている。今後も一層の収入増加及び
管理費の抑制に厳格に取り組んでいく必要がある。

平成２０年度は、山梨県食肉公社に係る保証債務の整理という当法人の特殊な事情により、当期
利益はマイナスとなったものの、経営計画を策定し経営改善に取り組むことにより、経常損益を２
期連続でプラスの計上とすることができた。今後とも経営の健全化を図るよう、計画に対する実績
の分析を行い、随時必要な経営改善に取り組む必要がある。

    目的適合性    　計画性  　 　組織運営の適正性   　　財務状況   　　効率性　　　　　　

組織運営の
適正性

財務状況

職員構成は適正な範囲と思われる。また、管理職員数についても本組織では最低限の人員の配
置と考える。内部統制、コンプライアンス態勢の整備にも着手し、法令遵守と職員個々の経営参
画意識の向上に取り組んでいる。情報の公開性としては、ホームページ等で積極的な情報開示を
進めている。
平成２０年度は、山梨県食肉公社に係る保証債務について、当法人が新たな借入をして一括返済
することで整理を行った。これに伴い、当期利益は、1億2千4百万円の赤字となり、自己資本比率
13％と警戒指標に該当となった。しかし、経常損益としては前年度より1千万円増の3千3百万円と
２期連続でプラスの計上となり、営業努力とコストの縮減による経営状況の安定が伺える。

目的適合性

計画性

県内唯一の食肉流通の拠点として、その業務の公益性は高い。
県内における安全な畜産物の流通に対し、重要な役割を果たしており、その設立目的に適合して
いる。

平成１９年度に経営改善計画を策定し、確実な計画達成に向け、計画と実績の差異の分析を毎
月実施している。その分析結果は、部課長会議等の場で役員・職員に報告し、計画達成に対する
社員の意識改革に取り組んでいる。
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